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前期基本計画
令和７年度～令和 11 年度
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１　前期基本計画の概要
（１）施策の体系

基本目標１　産業
１－１　農林業
１－２　商工業・雇用対策
１－３　観光

基本目標２　健康福祉

２－１　子育て支援
２－２　高齢者福祉・介護
２－３　障がい者福祉
２－４　地域福祉
２－５　保健・医療
２－６　社会保障

基本目標３　教育文化
３－１　学校教育
３－２　生涯学習
３－３　文化芸術・文化財

基本目標４　生活環境

４－１　自然環境保全・活用
４－２　環境衛生
４－３　消防・防災
４－４　防犯・交通安全

基本目標５　インフラ

５－１　住環境
５－２　道路・橋梁
５－３　上・下水道
５－４　公共交通
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基本目標６　行政経営

６－１　移住・定住・交流
６－２　国際化
６－３　コミュニティ・協働
６－４　健全財政と行革
６－５　自治体DX
６－６　男女共同参画と性の多様性の尊重
６－７　歳入の確保
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２　前期基本計画

産　業

１－１　農林業　
５年後に目指す姿

　農業については、農家所得の安定・向上を目指すため、気象条件に左右されない生産
体制の確立や高収益作物への転換を推進します。また、経営規模の拡大や労働力不足へ
の対応、円滑な経営継承に向け、スマート農業技術の導入を推進します。
　林業については、民有林の計画的な保育間伐事業や管理育成事業を展開するため、林
分診断を行い、森林経営計画に加入していない森林所有者に対して、森林経営計画への
加入促進を行います。また、優良木材の生産に向けた取り組みを強化するとともに、施
業の効率性を向上させるため、林道や作業路等の路網整備を進めます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

農業所得 千円 4,527 4,996 令和３～５年分所得の平均
× ｢物価安定の目標｣ 2％

認定農業者数 経営体 123 123 R5 年度末からの現状維
持を目指す

森林経営計画の加入面積率 ％ 32.0 60.0
R10 までに森林経営計画
の加入面積率 60％を目
指す

現状と課題

◆　担い手の高齢化
◆　新規就農者の確保・受入れ態勢の未整備
◆　異常気象下の生産環境の対応遅れ
◆　経営継承の円滑化
◆　魅力的な産業への転換
◆　農産物のブランド化・価値向上
◆　農作業の効率化・労働生産性の向上
◆　農業生産基盤の整備

◆　森林所有者とのコミュニケーション不足
◆　町有林・民有林の計画的な森林施業が行
われていない

◆　林道の管理や効率的な作業路網の整備が
されていない

◆　小規模な森林の所有者が多い
◆　地域材の活用がされていない

基本目標

１
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ スマート農業技術の普及・推進
スマート農業補助制度利用件数

（延べ件数）

45　→　100

　冷害・高温障害など気象条件に左右されない安定した農業経営の
確立を目指し、デジタルツールの活用を推進します。また、家族経
営による慢性的な労働力不足や経営規模拡大による過重労働軽減の
ため、スマート農業機械の導入を支援します。

２ 新規就農者の確保 50 歳以下農業経営者数
（経営体）

38　→　44
　新規就農者の確保のため、研修体制の整備や就農地の確保など新
規就農者の育成体制を構築します。また、第三者継承を含めた経営
継承を円滑に進めるため、相談窓口等の体制を整備します。

３ 農産物ブランド化の推進
地域特産物の生産経営体数

（延べ経営体）

85　→　90

　基幹作物の水稲を始め、地域特産物であるボタンそば・メロン・
ミニトマト、新規重点作物に指定したニンニクなど、高品質な農産
物の生産地として「浦臼町」の知名度を高め、消費者並びに流通市
場に選ばれる農産物の生産を支援します。

４ 農業生産基盤の整備 1ha 以上ほ場面積
（ほ場数）

193　→　300
　農業生産性の向上のため、ほ場の大区画化や地下かんがい施設の
整備など国営土地改良事業の早期実施を目指します。

５ 農業の低コスト化
特別栽培米生産戸数（経営体）

12　→　15
　持続可能な農業の実現に向けて、減肥・減農薬農産物の生産や農
業用廃プラスチックの排出低減など環境への負荷を低減する取り組
みを推進します。

６ 林分診断の実施 林分診断件数（件 /年）

0　→　3　森林経営計画に加入していない森林の林分診断を行い、現在の林
況を伝え、森林経営計画への加入促進につなげます。

７ 地域林業への理解促進 緑の少年団の活動支援
（回 /年）

4　→　4
　将来世代に対する森林や林業への理解促進のため、積極的な情報
発信に努めます。
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１－２　商工業・雇用対策
５年後に目指す姿

　町民の生活基盤に必要な飲食・小売サービスや就業先の維持確保を図るため、商工業
者への経営継続・事業承継支援を充実させるとともに、外部人材など新たな事業者の起
業や誘致を促進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

事業所数 事業所 69 69 R10 に現在の事業所数を
維持する

起業・事業承継数 事業所 0 1 起業等実績による

現状と課題

◆　廃業による市街地空き地増大・商店街の閑散化
◆　事業主の高齢化
◆　作業効率向上策やキャッシュレス対応等DX対応の遅れ
◆　従業員等人手不足、就業希望等マッチングの必要性
◆　後継者不足
◆　域外からの消費・需要獲得の必要性
◆　町民に対する飲食・小売サービスの低下
◆　域外人材の起業・創業
◆　商工業用地確保や PRなど企業誘致に向けた材料の不足
◆　新たな経営継続、起業・創業対策の必要性
◆　町内外への消費者に訴求力のある商品や飲食メニューの必要性
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取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 経営基盤安定化・経営継続への支援
助成制度活用数
（事業者数）

1　→　2

　商工会と連携し、DX・キャッシュレス対応をはじめ経営効率・
生産性向上対策や従業員確保・資金確保対策など、既存制度の利活
用を含め支援体制を充実させるとともに、経営継続に向けた改修費
や機器更改、新商品開発などの支援を実施します。

２ 事業承継対策 事業承継事業者数（事業者数）

0　→　1　商工会と情報共有を図り、外部人材の活用やマッチングに関する
制度周知と直接支援を実施し、円滑な事業承継を促進します。

３ 起業・創業支援 起業・創業者数
（事業者数）

0　→　3
　土地や空き家を含め活用可能な資源の掘り起こしや周知を実施
し、地域おこし協力隊制度など活用し外部人材の確保や伴走型支援
制度を充実させ、起業・創業する事業者の確保を図ります。

４ 企業誘致対策
誘致事業者数（事業者数）

0　→　1
　行政未利用土地の確保や民間所有空き地などの情報把握など、誘
致に必要な情報を整理し、既存の活用可能な支援制度を充実させ企
業誘致を推進します。

５ 雇用対策
広報等周知実施数（回）

0　→　1
　商工会と連携し、労働関係制度や事業者の求人情報や求職希望の
周知できる体制を整備するとともに、希望職種とのマッチングや就
職説明会等参加等を支援し、雇用の維持確保を図ります。

商工業振興に向けた町の支援
１．中小企業助成：町商工会に属する中小企
業等が行う施設整備、地場産品の開発等
に対し、事業費の一部を助成。

２．企業立地助成：町内にて行われる企業の
新設、事業所の増設等に対し、事業費の
一部を助成…。

町内生産のブドウを使用したワイン



26

序　
論

基
本
構
想

第
３
期
総
合
戦
略

前
期
基
本
計
画
基
本
目
標
１

基
本
目
標
２

基
本
目
標
３

基
本
目
標
４

基
本
目
標
５

基
本
目
標
６

１－３　観光
５年後に目指す姿

　販売拠点となる観光施設の再整備とともにイベントやアクティビティの創出や、農畜
産物などの地域資源の付加価値を向上させる取組により、関係人口の拡大による域外か
らの「稼ぐ力」を獲得し、農商工業者の所得向上にも繋がる観光を目指します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

観光入込客数 人 152,520 177,000 R10 に現在より 10％程
度の増加を目指す

現状と課題

◆　観光関連施設の老朽化
◆　観光事業者の高齢化
◆　観光資源を活用する事業者不足
◆　情報発信拠点の必要性
◆　プロモーション不足
◆　農産物の高付加価値化の必要性
◆　イベント実施・運営に関する人材の不足
◆　冬期間のアクティビティや販売商品の少なさ
◆　キャッシュレス決済・インバウンド対応の遅れ

鶴沼公園に打ち上がる花火
（うらうす夏の味覚まつり）
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取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 観光施設の整備

施設整備数（施設）

0　→　2
　農畜産物や加工品の販売や情報発信や域外へのプロモーションの
拠点として、道の駅や温泉など観光施設の整備を行います。また、
宿泊施設についても関係事業者等と協議し、誘致や整備について検
討します。

２ 観光資源の高付加価値化 特産品開発数
（パッケージ変更含む）（商品）

1　→　3
　農畜産物や加工品の高付加価値化に向けた取組を推進し、新たな
特産品の開発も促進し集客力や販売力の向上を図ります。

３ 関係人口創出対策
イベント等実施数（回）

2　→　4
　イベントやアウトドアアクティビティの実施、農業体験などによ
る観光客の確保のほか、特産品の購入を通じた交流施策などを行い、
新たな関係人口の創出や観光事業者の誘致を推進します。

４ 知名度向上対策
媒体掲載数（回 /月）

1　→　2
　道内都市や首都圏における販売活動やＳＮＳ、動画配信やパンフ
レット配布などあらゆる媒体を活用し、観光を含め町の一体的なプ
ロモーションを推進します。

５ 観光事業者の確保 外部人材採用数
（委託含む）（人）

3　→　5
　地域おこし協力隊や地域活性化起業人など外部人材確保に向けた
制度を活用し、特産品販売事業者や飲食提供事業者の確保を図りま
す。

鶴沼公園
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健康福祉

２－１　子育て支援
５年後に目指す姿

　子どもたちが健やかに成長できるよう、妊娠期から切れ目なく必要な支援が受けられ
る体制整備を行います。また、安心して子どもを産み育て、親子がともに成長し、元気
に明るく過ごすことができる思いやりのある安心・安全な環境づくりを推進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

この地域で子育てをしたいと思う
親の割合 ％ 90.0 92.5

「そう思う」「どちらかと
いえばそう思う」の割合
を年 0.5％ずつ増とした
い

現状と課題

◆　就労している母親が多いため、事業の参加人数が少ない
◆　女性の社会進出による子どもとのふれあい時間の減少
◆　経済的負担に係る子育て支援事業に対する保護者の負担軽減感が薄れてきている
◆　小さな町だからこそ目が届き、きめ細かな対応が可能

手厚い子育て支援が充実！

妊娠・出産サポート
１．妊婦一般健康診査費助成：14 回分の健康
診査費用を助成。

２．一般不妊治療・特定不妊治療費助成：治療
に係る自己負担分の一部を助成。

３．出産祝い金：第 1子 10 万円、第 2子 20 万…
円、第 3子以降 30 万円を支給。

４．新生児聴覚検査費用助成：検査費用を全額
助成。

５．産後ケア事業：宿泊型ケアや母乳ケアを経
済的に支援。

育児サポート
１．紙おむつ等購入費助成：2歳 6か月以下の
乳幼児の保護者に引換券を配布。

２．子育て用品リース助成：ベビーベッドやチ
ャイルドシートなどのリース料金を助成。

３．子育て支援事業：離乳食や子どものおやつ
を調理するクッキング事業や、家事や育児
で疲れたお母さんの体をほぐす運動事業の
実施。

基本目標

２
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 子どもの健やかな成長
乳幼児健診対象者の受診率（％）

96.3　→　98.0
　適切な時期に乳幼児の各種健診や訪問を行い、発育と発達の状況
把握や疾病の早期発見に努め、きめ細かい保健指導を行います。ま
た、各種予防接種を実施し、子どもの健康を守ります。

２ 妊娠期からの支援
妊婦面談（％）

100.0　→　100.0
　妊娠期に妊婦の状況を把握することで、その後、必要な支援があ
る場合スムーズにスタートすることができます。また、妊娠中の様々
な不安を軽減し、安心して出産・子育てができるよう支援します。

３ 保育に欠ける児童０の維持

保育に欠ける児童数（人）

0　→　0
　多様化する子育て家庭のニーズに対応した保育サービスは必要不
可欠です。必要な保育サービスが受けられるよう、認定こども園「な
かよし」と連携を図ります。また、町内施設で待機児童が発生した
場合には、近隣自治体での広域保育利用の調整を行います。

４ 保護者の経済的負担への支援
対象者の申請率（％）

100.0　→　100.0
　出産祝い金をはじめ、認定こども園「なかよし」保育料・給食費
助成、紙おむつ等購入費助成、ベビー用品リース助成を行うことで、
保護者の経済的負担への支援を行うとともに、定住促進を図ります。

５ 要保護児童などへの対応の推進 児童虐待防止に関する
保護者への周知（回）

1　→　3
　子どもたちが安心・安全に過ごせるよう、関係機関と連携を図り
要保護・要支援児童の積極的把握を行います。また、虐待防止対策
として、周知を行います。

家庭支援
１．認定こども園無料化：保育料、給食費を全
額助成。

２．一時保育事業：認定こども園にて非在園児
の保育サービスを提供（保育料等全額助
成）。

認定こども園なかよしの子どもたち
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２－２　高齢者福祉・介護
５年後に目指す姿

　高齢者が快適な生活環境の中で、家庭や地域のふれあい・支え合いを通じて安心して
暮らせる為に、生活インフラの整備、楽しみを持った地域活動ができる場の確保を行い、
自立した生活を続けられるまちづくりを推進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

65 歳以上高齢者人口 人 737 678 高齢者人口減少率 8.0％
未満

現状と課題

◆　高齢者人口の減少
◆　高齢者の他市町への流出
◆　福祉関連専門職のなり手不足
◆　介護事業者の事業縮小
◆　公共交通以外の移動手段が不足している
◆　成年後見制度における法人後見受任機関が存在しない
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 介護サービス事業者の維持 浦臼町を事業の対象とする
介護サービス提供事業者数

（事業者）

5　→　5

　高齢者が疾患や障がいがあっても地域で生活していくために、町
内介護サービス事業者が継続維持していけるよう努めていきます。
また、近隣市町の介護サービス事業者とも連携し、サービスの充実
を行います。

２ 一般介護予防事業の啓発
一般介護予防事業延べ人数（人）

1,387　→　1,400
　できる限り要介護状態とならないために、貯筋教室や生き生きの
会、介護予防の日などの事業継続と、利用者が増加するよう努めて
いきます。

３ 総合相談の充実

権利擁護相談件数（回）

0　→　1
　地域の高齢者や障がい者からの相談体制の充実に向けて、専門職
の適正配置を行います。また、財産管理や身上保護等の法律行為を
一人で行う事が難しい方に対して、成年後見制度の活用を促し、各
関係機関との情報共有の仕組みを強化していきます。

４ 移動手段の確保 利用者数・登録者数（人）

0　→　増加　買物や受診など自宅からの移動の足の確保、共助型困りごと解決
サポート体制の整備ができるよう努めます。

敬老会
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２－３　障がい者福祉
５年後に目指す姿

　希望する全ての町民が障がいの有無に関係なく、住み慣れた地域の中で支え合いなが
ら、お互いを尊重し合い、安心して社会生活を送ることができるよう障がい福祉を推進
します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

地域生活支援拠点の確保 箇所 1 1 広域連携での支援体制維
持

現状と課題

◆　町内事業所が少ない
◆　サービス利用範囲の拡大が必要
◆　潜在的利用者の掘り起こしが必要
◆　障がいへの理解の促進
◆　障がい者本人及び家族の高齢化が進んでいる　
◆　障がい者の就労先の確保が必要
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 障がい者（児）福祉サービスの推進 サービス利用者数
（実人数）（人）

25　→　27
　障がいのある方がそれぞれ状況に応じ、自立した生活を送るため、
障がい福祉サービス（介護・訓練等給付）や地域支援事業（移動支
援や日常生活用具等）のサービス提供の充実に努めます。

２ サービス事業所等の確保
幅広い事業所の利用（所）

26　→　30
　地域で生活を続けられるために、現在利用しているサービス事業
所の維持及び、より本人が希望したサービスが利用できるよう、調
整に努めます。

３ 障がい者の社会参加の促進 ヘルプマークやヘルプ
カードの配布数（個）

1　→　5
　障がい者が住み慣れた地域で、ともに支え合いながら生活できる
よう、障がい者への理解促進等に努めます。

４ 障がい者の就労への支援 福祉的就労への移行（人）

0　→　1　就労支援のサービス利用から、福祉的就労への移行に繋げるため
の支援を行います。

５ 障がい者団体への支援 障害者福祉協会の
存続支援（団体）

1　→　1
　会員数が著しく減少し、高齢化も進んでいるため、会員数を増や
し、活動を継続できるよう支援していきます。
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２－４　地域福祉
５年後に目指す姿

　子どもや高齢者、障がいの有無などに関わらず、住み慣れた地域で住民一人ひとりが
それぞれ役割を持ち、ともに支え合いながら自分らしく生活が出来るよう、地域共生社
会を実現できるよう地域福祉の推進に取組みます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

地域サポーターの構成（仮称） 人 0 30 組織の構築と登録者増

成年後見支援センターの設置 箇所 0 1 目標年度までに１箇所を
設置

現状と課題

◆　支える側の高齢化
◆　ボランティア組織等が本来の機能を果たせていない
◆　地域コミュニティの減退化
◆　専門職等の人材が不足している
◆　相談支援が必要な方が増加傾向にある
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 新しい福祉サービスの推進 生活支援事業利用者実数…
（配食、安否、除雪）
移動支援（人）

配食　50　→　70
安否　11　→　20
除雪　04　→　05
移動　00　→　20

　それぞれが役割を持ち、協働の仕組みを構築し、支え合いながら
生活ができる地域づくりを推進します。

２ 包括的な支援体制の構築 成年後見制度の利用者（人）

0　→　1　障がいや認知症などにより判断力が低下している方が、地域で住
み続けられるよう、相談や必要な支援ができる窓口をつくります。

３ 地域福祉の担い手育成 民生委員の定数

確保　→　確保　民生委員や町内会、ボランティア等、地域福祉の担い手を育成支
援します。

※本施策は、高齢者福祉、障がい者福祉、子育て支援等の福祉施策と一体的に取り組むこ
ととし、同時に
・社会福祉法第 107 条に基づく地域福祉計画
・成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条に基づく成年後見制度利用促進計画
として位置づけます。
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２－５　保健・医療
５年後に目指す姿

　生活習慣病などの疾病を未然に防ぐため、住民一人ひとりがライフステージや身体状
態等自分に合った健康づくりや予防活動に取り組むとともに、その取り組みを支援する
環境が整備されたまちづくりを推進します。
　また、町立診療所・歯科診療所については建替（町立診療所）の実施と町外医療機関
との連携を継続して行うことにより、町民の皆様が安心して受診できる体制づくりに努
めます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

不健康な期間（平均余命と平均自
立期間の差）の短縮 年 男性：1.7…

女性：3.9
男性：1.6
女性：3.4

男 性 は H30 → R5 で 拡
大しているため維持を、
女性は短縮しているため
同程度の短縮を図る

町立診療所・歯科診療所の受診者
受入 人／年

町立診療所…
年間 5,170 人…
歯科診療所…
年間 880 人

町立診療所…
年間 4,650 人…
歯科診療所…
年間 780 人

指定管理者からの月次報
告

休日、夜間等に対応可能な町外医
療機関 機関 5 5 空知医師会との連携によ

り維持

現状と課題

◆　脳血管疾患による死亡率が国や道と比べ高い
◆　男性はメタボリックシンドローム該当者割合が増加しており、女性の該当者割合は国や道
と比べ高い

◆　がん（特に肺や大腸）による死亡が多い
◆　運動習慣がある町民が少ない
◆　町民の野菜の摂取量が少ない
◆　診療所利用者数の減少
◆　診療所運営支援に対する財政負担増
◆　診療所運営に伴う指定管理者の公募及び更新
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 生活習慣病予防及び重症化予防 メタボリックシンドローム
該当者割合（%）

男性：35.7　→　35.0
女性：14.2　→　14.0

　健診後の受診勧奨や保健指導（特定保健指導を含む）により､ 受
診者が自分の体の状態を正しく理解し、段階に応じた生活習慣の改
善や適切な治療が受けられるよう支援します。

２ がん検診の推進 がん検診受診者率（肺・大腸）
（%）

肺がん　：20.3　→　25.0
大腸がん：20.6　→　21.5

（R4 公表値）

　がんの早期発見、早期治療に向けた検診や事後フォローの体制整
備と、定期的な検診受診による受診率向上に向けた取組を行います。

３ 各健診の体制整備の継続 特定健診、後期高齢者
健診受診率（%）

特定：53.7　→　58.8
後期：23.3　→　25.0

　情報提供事業やみなし健診の実施と、集団健診のみならず個別健
診の拡大により受けやすい体制づくりを推進し、健診受診をきっか
けに生活習慣病の予防など自分の健康を考える機会になるよう普及
啓発や体制の充実を図ります。

４ 予防を重視した健康づくりの推進
運動習慣がある（30 分以上の
運動を週２日以上、1年間継続）

割合（%）

30.5　→　36.0

　健康教育や健康相談などの保健事業や広報掲載等での普及啓発に
より、町民自らが運動や食事等の健康づくりに取り組み、生活習慣
への意識を高めるよう努めます。
　感染症等に対する予防の啓発と、予防接種の勧奨や情報提供を行
います。

５ こころの健康対策の充実

こころの健康に関する
相談窓口の認知度（%）

56.5　→　65.0

　悩みを抱えている人を適切な相談窓口につなげられるよう、中高
生を含む町民全体への自殺予防やこころの健康に関する普及啓発を
行います。
　睡眠やこころの健康についてのアンケートの継続により、個別支
援の継続を実施します。

６ 町立診療所の健全運営 受診者数
（人 /年）

町立診療所
5,170　→　4,650
歯科診療所
880　→　780

　町民の皆様が受診しやすい環境を整備することで受診者を確保
し、安定した診療所運営に努めます。

７ 広域・救急医療体制の充実 休日・夜間に対応可能な
医療機関
5　→　5

　空知医師会との連携を継続し、救急、休日、夜間の救急医療体制
を維持します。
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２－６　社会保障
５年後に目指す姿

　住民一人ひとりが安心して暮らせるよう、社会保障の充実に力を入れるとともに、各
種制度の効率的な利用の入り口となるマイナンバーカードの取得を推進します。誰もが
医療を安心して受けられる体制の整備、国民年金制度への理解促進、そして、様々な事
情を抱える方々へのきめ細やかな支援を通じ、誰もが取り残されることなく健やかに、
そして自分らしく生活できる町を目指します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

マイナンバーカード交付率 ％ 85.5 100.0 年 3％増

現状と課題

◆　高齢化の進行や医療技術の高度化に伴う、医療費の増加
◆　国民年金制度の正しい理解の浸透
◆　低所得者世帯の自立
◆　システム標準化に対応するための新たな国民健康保険税事務の確立
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 国民健康保険事業の健全運営 国民健康保険税収納率（％）

95.5　→　95.5　コンビニ収納、口座振替納付の利用を促進し納付環境を整備する
とともに、滞納者に対して厳正に対応し、負担の公平化を行います。

２ 後期高齢者医療制度の健全運営 後期高齢者医療保険料収納率
（％）

100.0　→　100.0
　納付対象者への周知を徹底し引き続き高水準の収納を維持すると
ともに、適正受診の指導、後発医薬品の使用促進による医療費縮減
を図ります。

３ 国民年金制度の啓発 国民年金保険料納付率（％）

93.8　→　93.8　町広報誌等による国民年金制度の一層の周知徹底と相談業務の充
実に努めます。

４ 医療費助成事業の推進
対象者の申請率（％）

100.0　→　100.0
　制度の一層の周知を行い、乳幼児・児童・生徒、ひとり親家庭、
重度心身障がい者等の対象世帯がもれなく医療費助成制度を活用で
きるようにします。

５ 低所得者福祉対策の推進

生活保護世帯数（世帯）

9　→　7
　生活困窮者に対し、生活保護制度をはじめとする各種支援制度の
利用に関する助言・指導等を行い、必要な支援が受けられるよう努
めます。また、民生委員と連携し就労・生活等の相談体制の充実に
努めます。

６ マイナンバーカードの取得促進 マイナンバーカード交付率（％）

85.5　→　100.0　マイナンバーカードの利活用促進に向けた周知を行い、取得率向
上を目指します。
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教育文化

３－１　学校教育
５年後に目指す姿

　すべての子どもたちが、自ら学び、考え、創造する力を身につけ、持続可能な社会を
創る担い手へと育てます。義務教育学校の開設を検討し、小中一貫教育のメリットを最
大限に生かすなど、向学心あふれる学校づくりを推進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

小中の学校評価アンケート結果に
おける肯定的評価の割合 ％ － 88.5

学校評価アンケートでよく
できていると答えることが
できる児童生徒の割合

現状と課題

◆　学校施設の老朽化（小学校）
◆　児童生徒数の減少
◆　複式学級編成の回避
◆　義務教育学校の設置
◆　こども園・小・中連携の必要性
◆　いじめ・不登校児童生徒対策
◆　ICT 機器を活用した指導体制の遅れ
◆　教職員の働き方改革
◆　部活動地域移行
◆　保護者負担軽減対策の充実

基本目標

３

小学校大運動会 中学校総合学習「創郷」発表会
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 学校施設・設備の充実
学校内での事故発生件数（件）

０　→　０
　安全・安心・快適な環境づくりに向け、小中学校の施設・設備の
適切な維持管理を行います。ネットワークアセスメントを行い、よ
り充実した ICT 環境整備を推進します。

２ 教育DXの推進 ICT を活用する質問について
「できる」「ややできる」または
「そう思う」「ややそう思う」と
回答した児童生徒の割合（％）

小：82.5　→　85.5…
中：91.3　→　94.3

　AI ドリル、ICT 機器を活用した授業、家庭学習を充実させ、児
童生徒の情報活用能力向上、学力向上に繋げます。
　不登校児童生徒対策としてタブレットや電子黒板の活用を推進し
ます。

３ 保護者の経済的負担軽減対策の充実

対象者の申請率（％）

100.0　→　100.0
　給食費の全額助成、高校通学費の助成などを行い、保護者の経済
的負担軽減を行います。学習ドリルなどの学習用教材費の公費負担
を検討します。経済的理由によって就学が困難な児童生徒の保護者
を対象に必要な教育費の援助を行います。

４ 教職員の働き方改革の推進 教職員の時間外在校時間
（時間／月）

小：23.8　→　45.0 以内…
中：51.7　→　45.0 以内

　教務、校務システムのクラウド化を実現し、文書のデジタル化な
ど、情報共有しやすい環境整備を推進し、教職員の業務効率化を図
り負担軽減などを行います。

５ 教育活動の質の向上 総合的な学習等において
浦臼の魅力を学習し、
PRしている学校数（校）

小：１　→　１…
中：１　→　１

　カリキュラムマネジメントの充実に向け、地域資源の活用、学校
運営協議会など、学校と地域との連携強化に努めます。また、児童
生徒の発達段階に応じた教育課程の編成に向け、義務教育学校の設
置について検討します。

教育サポート
１．学校給食費無料化：小中学生の給食費を
全額助成。

２．漢字検定・英検・数検費用助成：年間で
各 2回まで検定料を助成。

３．通学支援助成：高校生通学定期券や下宿
費を補助（月額最大 1万円）。

電子黒板を使用した授業風景
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３－２　生涯学習
５年後に目指す姿

　幼児から高齢者まで様々な学習機会を提供するため、特色ある講座・教室の開催や、
町民が自主的に活動できる環境づくりを推進します。
　また、体育施設の適正管理や利用率の向上、スポーツ団体への支援を通じて子どもか
ら高齢者までどなたでも笑顔で汗を流せる環境づくりを行います。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

講座・教室数 講座・
教室 6 6 講師等を確保し、教室数

を維持していく

現状と課題

◆　生涯学習拠点の機能維持・強化
◆　利用者ニーズに応じた図書の購入
◆　社会教育事業の充実
◆　講師、指導者の確保
◆　指導者不足
◆　継続的な運動機会の確保
◆　スポーツ団体への支援
◆　施設の維持管理
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 生涯学習拠点の機能維持・強化 生涯学習拠点施設の
あり方検討

未整備　→　方向性決定
　生涯学習の拠点施設の機能維持及び強化を図り、町民が安心して
学習できる拠点づくりに努めます。

２ 利用者ニーズに応じた図書の購入
図書貸出冊数（冊／年）

1,176　→　1,894
　より多くの方に利用してもらうため図書リクエストで利用者の希
望や関心分野について意見を聴取し、利用者の声を図書整備に反映
します。

３ 社会教育事業の充実 講座・教室数（回）

6　→　6　各年齢層に応じた特色ある講座や教室を開催します。

４ 講師、指導者の確保

必要な講師の確保率（％）

ー　→　100.0
　講師のなり手も高齢化し、なかなか確保が難しい状況ではありま
すが、文化協会や近隣町村と連携し指導者の確保に努めます。また、
オンライン生涯学習の可能性も研究し、ニーズを踏まえつつ、新た
な生涯学習のあり方を構築します。

５ 高齢者大学みどり学園の支援
生徒数（人）

39　→　39
　高齢者の生きがいづくりとして実施している「高齢者大学みどり
学園」について、継続的に支援し、学びたい人が学べる環境を維持
します。

６ 継続的な運動機会の確保 玉入れ大会の支援

継続　→　継続　町民の体力・運動能力の低下や運動習慣の低減が進んでいること
から、運動する機会を設け、運動習慣定着の推進を図ります。

７ 町内スポーツ団体への支援 スポーツ団体数

4　→　4…　町内スポーツ団体の行う自主的な活動や大会の開催を促進するた
め引き続き支援を行います。

８ 施設の維持管理 修繕計画の策定

未策定　→　策定　施設の建設から年数が経過し老朽化も進んでいるため、適宜維持
補修を実施します。
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３－３　文化芸術・文化財
５年後に目指す姿

　芸術に触れることにより、町民の感性を高め、心豊かで潤いの持てるかおり高い文化
の町を目指します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

芸術鑑賞 回 4 4

芸術に触れる回数
（文化祭、人形劇、ふれ
あい芸術鑑賞会、移動芸
術鑑賞会、（小中学校劇
鑑賞会））

現状と課題

◆　担い手の高齢化
◆　団体数の減少
◆　若年層の文化活動への関心の低下
◆　文化施設の老朽化と維持管理の負担
◆　文化活動の資金調達の困難さ
◆　文化イベントのマンネリ化
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 文化団体の活動支援 文化団体数

4　→　4　各団体の自主的な活動の促進や芸術・芸能発表の機会の創出に向
け、各文化団体への支援を積極的に支援します。

２ 芸術鑑賞会 鑑賞会の開催（回）

4　→　4　年代等にかかわらず芸術に触れる機会が減少することがないよう
積極的に推進します。

３ 郷土文化や歴史の継承
史料館来館者（人）

929　→　1,200
　郷土史料館を核として町の歴史や文化、風土を町内外へ発信しま
す。文化財の適切な保存に努めるとともに、展示方法の改善など、
文化財の有効活用を図り、郷土文化や歴史の継承に努めます。

郷土史料館
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生活環境

４－１　自然環境保全・活用
５年後に目指す姿

　本町の自然を後世に受け継いでいくため、また、世界共通の課題である地球温暖化へ
の対応について、町として必要な取組を考え、実施します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

町事業における CO₂ 排出量 kg-
CO2 2,049 1,445 地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）

住民向け再エネ活用助成事業活用
件数 件 0 5 財源を確保しつつ町民の

行う再エネ導入を支援

現状と課題

◆　地球温暖化への町としての対応策策定が急務
◆　環境保全意識の向上
◆　環境保全に関わる啓発活動不足
◆　自然災害リスクの低減
◆　脱炭素社会に向けた住民協力

基本目標

４

晩生内地区の三日月湖と田園風景
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取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 地球温暖化への対応

地球温暖化に係る計画策定

未策定　→　策定
　地球温暖化対策実行計画（区域・施策編）等、町の方向性を示し
た計画を策定し、町として地球温暖化対策を推進します。
　再生可能エネルギーの導入について情報収集し、実現可能な施策
を検討します。

２ 環境保全意識の向上 町内における省エネ・再エネ
導入に対する助成

未実施　→　実施
　町全体に対する環境保全の意識啓発を行うとともに、町民の省エ
ネ、再エネ活用機運が高まるよう、助成制度など実現可能な施策を
検討します。

３ 酷暑対策の推進 涼みどころとして開放した
公共施設の利用人数
（人／年）

1　→　30

　近年の酷暑に対して、分野横断的に対策を講じていきます。（公
共施設を涼みどころとして開放、必要な施設へのエアコン設置、避
難所対策）
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４－２　環境衛生
５年後に目指す姿

　循環型社会実現に向け、廃棄物の発生を極力抑えるとともに、円滑なし尿の収集、処
理を行います。
　また、墓地埋葬法に基づき、宗教感情及び風土を尊重した町営墓地の適正な利用を促
進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

一般廃棄物排出量 ｔ 331 325 施策の展開により廃棄物
の量を減少

町営墓地利用区画数 区画 1,060 960 墓地管理台帳の返還地年
度実績を推計

現状と課題

◆　ごみ減量及び適正排出意識の醸成が必要
◆　一般廃棄物最終処分場の老朽化
◆　効率的な収集作業体制構築
◆　不法投棄の発生
◆　下水道処理区域外の合併浄化槽設置の推進
◆　ごみ収集作業員の後継者不足
◆　資源ごみの分別強化
◆　廃棄物の再利用促進
◆　墓地利用区画の減にともなう管理コストの増
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ ごみの減量化とゴミ出しマナーの改善 一般廃棄物排出量（ｔ）

331　→　325　町民への広報及び啓発活動の継続と減量化への推進を図ります。

２ ごみ処理体制の検討 ごみステーション設置数（箇所）

市街地区…
71　→　71
農村地区…
43　→　38

　ごみステーションの配置の見直しや委託事業者との連携により、
安定的で安全な収集体制の維持に努めます。

３ 不法投棄対策の推進 不法投棄件数（件／年）

2　→　0　警察と連携し、啓発看板の設置や監視体制の強化を図り、不法投
棄の防止に努めます。

４ し尿・一般廃棄物広域処理体制の維持 広域連携の維持
（－）

継続　→　継続　広域連携のもと、処理施設の適正な管理、運営に努めます。

５ 町営墓地の適切な維持・管理 町営墓地利用区画（区画）

鶴沼 586　→　550
札的 474　→　410

　今後とも町営墓地を利用いただけるよう、利用者への啓発活動も
行いながら適切に維持・管理します。
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４－３　消防・防災
５年後に目指す姿

　平常時から災害への備えの重要性を意識し、町民全体の防災意識を高め地域防災計画
等の実効性を検証するため、防災訓練の積極的な実施に取り組み関係機関との協同連携
を図り、自助、共助、公助の考えを醸成しつつ災害に強い町づくりを目指します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

受援計画の策定 ー 未策定 策定 浦臼町地域防災計画

災害備蓄数量の確保 人分 100 200 浦臼町地域防災計画

現状と課題

◆　役場（行政）の災害対応力の強化に向け、計画やマニュアルの改訂や策定
◆　避難所の機能強化に向けた計画的な備蓄品等の整備
◆　自主防災組織の活性化（自助・共助の強化）
◆　災害時等における防災行政無線以外の情報伝達手段の確保に向けた検討
◆　気候変動に伴う災害リスクの変化
◆　住民の防災意識向上と啓発活動の充実

浦臼消防団本部
（令和２年度建設）
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 役場（行政）の災害対応力強化 受援計画の策定

未策定　→　策定　受援計画をはじめとする防災関連計画の見直しや関連マニュアル
等の整備を通じて災害対応力の強化に努めます。

２ 避難所の機能強化 災害備蓄数量の確保
（人分）

100　→　200
　避難所で生活するために必要な食料・水・生活必需品等を確保し、
令和 10 年度までに備蓄品目標値を達成します。

３ 自主防災組織の活性化 （防災訓練活動を行う）
自主防災組織の確立
（町内会）

0　→　3
　行政区単位での自主防災組織結成に向け、町内会長会議等におい
て町民への説明会を継続的に行います。

４ 情報伝達手段の多重化 災害情報連絡手段の強化
（種類）

2　→　4
　各戸に貸与している防災行政無線個別受信機以外の情報伝達手段
について検討し、複数の通信手段を確保します。

災害備蓄品
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４－４　防犯・交通安全
５年後に目指す姿

　交通事故や飲酒運転による事故を減らすため、関係機関や団体と連携し交通安全教室
や啓発活動の推進に努めます。また、高齢者や子どもを狙った犯罪、変化をする詐欺事
件を未然に防ぐため、関係機関や団体と連携し啓発運動の推進に努めます。
　同時に、犯罪の抑止力となるような環境づくりに努めるとともに、警察署、防犯協会
等と連携し、各種防犯（再犯防止）活動を支援及び実践します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

交通安全啓発運動 人／年 600 750 周知方法の増

青色防犯パトロール 回／年 15 15 パトロール回数の維持

現状と課題

◆　車社会となり高齢者の交通事故が増えている
◆　町内において犯罪被害は多くはないが、今後も被害を未然に防止するための啓発を継続す
る。

◆　還付金詐欺や SNS 型投資詐欺、ロマンス詐欺等の多様に存在する特殊詐欺に対する防犯啓
発を継続する。

◆　地域防犯意識の向上
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 交通安全意識の高揚 啓発運動参加者
（人／年）

600　→　750
　関係機関や団体と連携し、学校や高齢者団体を対象とした交通安
全教室の開催や啓発活動の推進に努め、交通安全意識の高揚に努め
ます。

２ 交通安全運動の推進
啓発運動参加者
（人／年）

600　→　750

　関係機関や町内会との協力・連携により、街頭啓発やパトライト
運動を実施し交通安全の推進に努めます。
　交通安全推進委員会や交通指導員、交通安全協会の活動促進に努
めます。

３ 防犯体制・活動の強化及び推進

防犯協会定員充足率（％）

100.0　→　100.0
　防犯協会や関係機関との連携を図り、防犯活動及び啓発活動の推
進に努めます。
　防犯対策の情報提供や見守り活動などを行い、犯罪防止に努めま
す。

※本施策は、「再犯防止等の推進に関する法律」に基づく地方再犯防止計画として位置づ
けます。

交通安全を祈願して作成した巨大雪だるま 町民・関係機関による「旗の波運動」
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インフラ

５－１　住環境
５年後に目指す姿

　すでに町内に居住している方への住環境整備に対する支援を継続して行うとともに、
新たに町内への居住を希望する方に対して、良質な住環境を提供できる町にしていきま
す。
　町の発展と持続性を高めていくためには、若者の地元への定着をはじめとして、町外
からの定住にもつながる魅力的な居住地を確保・提供していくことが重要です。結婚・
出産を希望する若年世帯・子育て世帯が必要とする質や広さの宅地を提供することによ
り、安心して町内で生活が送れるよう効果的かつ計画的な宅地整備を推進します。
　また、公営住宅に関しては浦臼町公営住宅等長寿命化計画に基づき、既存公営住宅の
有効活用を図りながら、現代のニーズに沿った整備を計画して改修や修繕を実施し、住
宅の安定供給を推進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

所得要件なく移住者が住むことの
できる住宅ストック 軒 115 123 年間２軒ずつ増加

住環境施策に係るビジョンの策定 － 未策定 策定 R10 までに策定

中央団地大規模改修 戸 0 44
R10 までに改修を目指す
住宅の件数
※ストック計画の数値

現状と課題

◆　移住希望者向けの住宅が不足
◆　宅地の不足
◆　町の土地利用におけるビジョン策定が急務
◆　増加が予想される空き家・空き店舗への対策
◆　若者の地元への定着
◆　分譲宅地用地の確保
◆　社会的ニーズの把握
◆　公営住宅の設備等の住宅や設備の老朽化による入居者数の減少

基本目標

５
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 移住者向け住宅の整備 移住者向けの住宅ストック（戸）

115　→　123　所得等に関係なくどなたでも住むことができる移住者や若年夫婦
等向けの住宅整備を検討いたします。

２ 住宅リフォーム等補助金の継続 リフォーム補助金の
交付実績（件）

10　→　15
　町民の行う住環境整備支援、特定空き家発生防止のため、住宅リ
フォーム等補助金による支援を継続して実施していきます。

３ 宅地分譲区画数
宅地分譲数（区画）

2　→　7
　令和５年度末に整備した２区画の分譲地は令和６年度に売却と
なったため、町内外の社会的ニーズに対応した、宅地分譲を行いま
す。

４ 社会的ニーズの把握

ニーズ調査の実施

未実施　→　実施
　町に必要とされている住環境を把握し、ニーズを踏まえた宅地分
譲や浦臼町公営住宅等長寿命化計画に基づく公営住宅、地域優良賃
貸住宅を整備するとともに、民間住宅の誘致等により、定住や移住
につなげます。

５ 土地利用方針の策定
土地利用関連計画の策定

未策定　→　策定
　人口減少が進む中でも住宅ニーズ等が存在していることから、利
便性の高い地域に住宅施策を計画的に実行するとともに、ゾーニン
グ等を踏まえた計画的なまちづくりを推進します。

６ 公営住宅の老朽化対策
改修戸数（戸）

0　→　44
　浦臼町公営住宅等長寿命化計画に基づき、公営住宅等を計画的に
管理するとともに、老朽化が進む世帯向け公営住宅の改修工事を実
施し、現代のニーズに沿った設備を新設します。
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５－２　道路・橋梁
５年後に目指す姿

　道路交通の安全性を確保するため、舗装及び橋梁の長寿命化を推進するとともに、適
正な維持管理を図り、快適な道路環境の整備に努めます。
　また、冬期間の雪対策については町民の方の理解と協力をいただきながらより効率的
な除排雪の推進を図り、協働の視点に立った雪対策の実施を目指します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

道路補修 路線 ７ 7 継続的に老朽化している
路線の補修を実施

橋梁修繕 橋 ４… 9
橋梁個別施設計画に基づ
き、継続的に老朽化して
いる橋梁の補修を実施

現状と課題

◆　老朽化する舗装道路の維持管理
◆　橋梁の修繕及び計画的な架替え
◆　除雪機械の計画的な更新や、オペレーターの確保・育成
◆　道路のバリアフリー化
◆　高齢者や障がい者が安全に移動できるよう、歩道の段差解消や視覚障がい者用点字ブロッ
クの整備を推進。

◆　道路維持管理の財源確保策
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 老朽化する舗装道路の維持管理 前期計画の期間で補修する
町道路線数（路線）

７　→　7
　診断結果を踏まえた適切な措置を行う事で、道路舗装の長寿命化
や舗装の維持修繕費のライフサイクルコスト縮減を目指します。

２ 橋梁の修繕及び計画的な架替え
前期計画の期間で改修する

橋梁数（橋）

４　→　9

　予防的な修繕などの徹底で、修繕・架替えに係る費用の低コスト
化を図り、ライフサイクルコスト縮減を目指します。
　緊急性の低い劣化部位は、監視対象とすることで支出の縮減を目
指します。

３ 除雪機械の計画的な更新や、オペレーターの確保育成

更新除雪機械数（台）

1　→　1
　北国ならではの自然環境の中、冬期間であっても外出しやすいと
感じられる環境や安全・安心で快適な町民生活の確保を目指します。
　耐用年数（15 年）を過ぎている除雪機械の計画的な更新を目指
します。

町道排雪作業の様子
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５－３　上・下水道
５年後に目指す姿

　将来にわたり上下水道の生活基盤を維持するため、施設の適切な維持管理を行い、上
水道の安定供給と生活排水の水洗化を促進し、公営企業会計による経営健全化を目指し
ます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

上水道の有収率 ％ 91.6 92.0 令和５年度の有収率を維
持

水洗化率 ％ 85.4 87.9 +0.5% ／年

現状と課題

◆　人口減少による料金収入の減少
◆　施設の老朽化
◆　施設の耐震化
◆　人件費・物価高騰による維持管理費及び改修費の増大
◆　人口減少及び物価高騰による上下水道料金の見直し
◆　上下水道施設の老朽化対策は負担金として今後大きな課題
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取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 水道水の安定供給

断水事故の発生件数（件）

0　→　0
　水道水を安定的に供給するため、定期的な点検と予防的な修繕を
行うとともに、水道事業の健全経営のため、業務効率化と収入の確
保を行います。また、町広報誌やホームページ等を通じて上水道施
設の維持にかかる費用や事業内容をわかりやすく伝えます。

２ 水質管理の充実 水質基準項目（51 項目）の
検査結果の異常値（件）

0　→　0
　水質検査計画に基づく定期的な検査の実施・公表を行い、水質の
安全確保に努めます。

３ 生活インフラとしての下水道の維持
ストックマネジメント計画に

基づく設備管理

継続　→　継続

　ストックマネジメント計画に基づき計画的に改修・更新を行って
いきます。
　町広報誌やホームページ等により啓発活動を行い、下水道施設の
維持にかかる費用や事業内容をわかりやすく伝えます。

４ 下水道への接続の促進 水洗化率（%）

85.4　→　87.9　町広報誌やホームページ等により啓発活動を行い、未接続世帯の
接続を促進します。
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５－４　公共交通
５年後に目指す姿

　住民や観光客の移動手段を確保するため、利用者のニーズに合わせ民間事業者への要
請や調整を行い運行内容の充実に努めます。また町営バス検討委員会・関係機関と連携し、
よりよい公共交通に努めます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

利用者数（全路線バス） 人／年 15,200 16,700 前年度対比……2%
利便性の向上

現状と課題

◆　車社会の進展や人口減少等による利用者の減によるバス路線維持経費増
◆　交通弱者である高齢者等に対するタクシー等の利用料助成の継続
◆　路線バスや町営バスの運行体制の維持・確保
◆　他の公共交通機関とのスムーズな接続が難しい
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 町営バスの維持・充実 浦臼滝川線利用者数
（人／年）

4,439　→　5,670
　町営バス利用者のニーズに合わせ、運行内容の充実に努めます。
　町営バスの安全運転・適切な維持・管理に努めます。

２ 持続可能な公共交通の確保

委員会・協議会数（回／年）

1　→　1
　町営バス検討委員会、関係機関と連携し、よりよい地域公共交通
の確立に向けた協議を行います。
　中空知地域公共交通活性化協議会において広域的な公共交通のあ
り方を検討します。

３ 交通手段の多様化
乗合タクシー利用者数

（人／年）

2,500　→　2,600

　乗合タクシー及び一般タクシー運行を維持し、交通手段の確保や
利便性向上に努めます。
　乗合タクシーについては利用者の意向を継続的に把握しながら、
継続実施します。

４ 路線バスの維持 浦臼砂川線の便数（便／日）

10　→　10　路線バスについて、民間運行事業者への要請・調整を行い、路線
の維持に努めます。

５ 交通弱者対策の推進 利用申請率（対象者）（％）

71.3　→　75.0　高齢者などへの料金補助継続に努めます。

浦臼滝川線に運用されている町営バス（令和５年度新調）
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行政経営

６－１　移住・定住・交流
５年後に目指す姿

　人口維持を目標に、転入希望者に対する施策を充実させ持続可能なまちづくりを行い
ます。また、一人でも多くの方が当町について関心を持ち、立ち寄っていただけるよう
な PR施策に取り組み、定住人口、交流人口、関係人口の拡大につなげます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

人口の社会増減 人／年 ▲ 22 ▲ 11 人口社会減の 50％
抑制

関係人口（町ホームページ閲覧数）
の把握 件／年 143,701 158,071 閲覧数の 10％増

現状と課題

◆　空き家・空き地バンクの登録実績が少ない
◆　助成制度はあるが移住・定住につながらない
◆　移住・定住に係る相談体制の強化が必要
◆　まちづくりに係る整備計画がない
◆　当町の知名度不足
◆　人口減少に歯止めがきかず、年々町の活気が失われている
◆　さらなる関係人口拡大の必要性
◆　友好交流町や近隣自治体等と協働し , ともに活性化や問題解決を図る意識の醸成

基本目標

６
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 有効な住宅・土地利用

人口の社会増減（人／年）

▲ 22　→　▲ 11
　空き家・空き地バンク制度の登録推進により積極的に空き家 ･空
き地バンクの活用を行い優良な住宅や土地の確保を行います。また、
リフォーム等補助金による支援を行い住み慣れた町での定住につな
げます。

２ 住宅取得等への支援 新築・中古住宅取得応援
助成金の助成件数（件／年）

1　→　5
　住宅取得応援助成金の支援を継続し、Uターン、移住希望者の
定住につなげます。また、働き方改革によるテレワークなど地方で
活動する二拠点生活の受入れ支援等を行います。

３ 新たな交流・関係人口の創出 入込観光客数（人／年）

152,520　→　177,000　豊かな自然環境や美しい景観を PR しながら魅力的な地域資源を
活用し、交流人口、関係人口の増加につなげます。

４ 地域間交流
友好交流町親善事業の実施

継続　→　継続
　他地域との交流による地域活性化を図るため、友好交流町である
高知県本山町との町民グループの交流や中学生の修学旅行などの取
組を継続し交流内容の充実に努めます。

５ 町の情報発信と定住促進

町公式ホームページ閲覧
（件／年）

143,701　→　158,071

　各種 SNS などを活用し、移住・定住情報、町の魅力を町外に向
けて積極的に発信し、町の知名度の向上、関心・愛着を持っていた
だくことで町との繋がりを創出し交流の輪を広げるとともにその後
の移住・定住希望者からの相談にも対応するため相談支援体制の強
化に努めます。

移住・定住に向けた施策
１．定住促進住宅取得助成：町内の住宅新築、中古住宅取得にかかる費用の一部を助成
２．住宅リフォーム等補助金：町内住宅の改修、解体等にかかる費用の一部（上限 30 万円）を助
成

３．空き家・空き地バンク制度：町内にある空き家・空き地の利用促進のため、空き家・空き地情
報をホームページで公開
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６－２　国際化
５年後に目指す姿

　全国的な傾向として新たな働き手としての外国人移住者が増えていることを鑑み、働
き手不足解消も含めた当町における外国人受入の可能性を探ります。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

町内事業所に対する外国人受入の
推進 － 未実施 検討 働き手不足対策及び国際

化を同時に推進

道内国際協力機関との連携 － 未実施 実施 外国人受入のノウハウ等
を習得

現状と課題

◆　これまで、外国人を積極的に受け入れた実績がない
◆　外国人移住者に対する生活支援が必要
◆　多言語対応の不足
◆　文化的相違への理解不足
◆　子どもの教育環境の整備
◆　地域社会への参加機会の少なさ
◆　差別や偏見の解消
◆　災害時の外国人対応
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度
（実績値）

令和 10 年度
（目標値）

１ 町内事業所に対する外国人受入推進 町内の外国人居住者数（人）

5　→　15　町内の働き手不足解消に向け、町内事業所に対し外国人受入を推
進します。

２ 道内国際協力機関等との連携 外部機関との連携
（回）

0　→　3
　国際化推進のため、道内にある国際協力機関からの情報収集を行
い施策に取り入れることで、町内在住の外国人が住みやすいまちを
目指します。

３ 外国人との交流
外国人と住民との交流回数（回）

０　→　３
　町内に住む外国人と住民が気軽に交流できるような機会を創出
し、互いに誤解なく住みやすい環境づくりを推進します。また、語
学教室などについても実施の検討を行います。

在留外国人の推移
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3,500,000
3,000,000
2,500,000
2,000,000
1,500,000
1,000,000

500,000
0
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総数

令和元年末 令和２年末 令和３年末 令和４年末 令和５年末

北海道

2,933,137

42,485

2,887,116

38,725

2,760,635

36,316

3,075,213

45,491

3,410,992

56,485

全国・全道における在留外国人の推移
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６－３　コミュニティ・協働
５年後に目指す姿

　複雑・多様化する町の課題に的確に対応し、住民と行政が情報・意識を共有し協働す
ることで持続可能な活力あるまちづくりを推進します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

まちづくり研修会等の開催 回 0 2
まちづくりへの住民参加
活性化のために研修会等
を開催

町ホームページ閲覧 件／年 143,701 158,071 閲覧数の 10％増

現状と課題

◆　地域における町民同士のつながりの希薄化
◆　地域コミュニティの弱体化
◆　地域課題の複雑化・多様化
◆　地域活動の担い手不足・高齢化
◆　広報・広聴活動内容の充実
◆　SNS 等、デジタルツールを取り入れた情報の周知が必要
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 住民と行政による協働のまちづくり まちづくり研修会等の
開催回数（回／年）

0　→　2
　まちづくり団体等の育成や町民の自主的な活動の支援を継続し、
町民と行政との協働による活力あるまちづくりを行います。

２ 地域コミュニティ活動への支援 町民まちづくり活動応援
補助金件数（件／年）

1　→　3
　町民まちづくり活動応援補助金制度等により自主的な地域づくり
活動や備品整備などへの支援を行いコミュニティ活動、地域の活性
化を図ります。

３ 広報・広聴活動の充実 町ホームページ閲覧
（件／年）

143,701　→　158,071
　情報媒体の多様化に対応し町民に効果的に情報を発信するため各
種 SNS の活用、また町ホームページの掲載内容の充実を図り町民
に役立つ最新の情報を提供します。

まちづくり懇談会
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６－４　健全財政と行革
５年後に目指す姿

　将来にわたって健全な財政運営を確保できるよう、総合振興計画の実施計画に基づき、
予算の計画的かつ厳正な予算編成・執行に努めます。また、公共施設の適正な維持管理
により支出を抑制するとともに、長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的に整備する
ことで、健全な財政運営を行います。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

財政調整基金残高 千円 701,403 800,000

発災時の一人あたり初期
対応支援費用 500 千円…
1,600 人 × 500 千 円 ＝
800,000 千円

現状と課題

◆　投資的経費の抑制
◆　公債費の縮減
◆　歳入の確保
◆　経常経費の縮減
◆　財政調整基金の積み増し強化
◆　公共施設の適正配置と統廃合
◆　公的サービスの民間委託の拡大
◆　職員の業務負担軽減と人件費最適化
◆　ふるさと納税の戦略的活用
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 実質公債費比率の抑制
実質公債費比率（％）

14.2　→　7.1
　地方債等の将来にわたる実質的な財政負担をできるだけ軽減する
ため、地方債の発行抑制や効果的な繰上償還等の手法を用い、実質
公債費比率の抑制に努めます。

２ 健全化判断比率の適正化（実質公債費比率を除く） 実質赤字比率…
連結実質赤字比率…
将来負担比率…

資金不足比率（％）

数値なし　→　数値なし

　実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率、公営企業会計
における資金不足比率について、現状の指標において、早期健全化
基準及び財政再生基準を下回っていますが、今後も引き続き適正な
行財政運営を推進し、将来負担の軽減に努め、財政の健全性を維持
します。

３ 地方債残高の縮減
地方債残高（千円）

3,791,345　→　3,700,000
　後年度の財政負担を軽減させるため、原則、元金償還額を上回ら
ないよう地方債発行額を抑制することや、縁故債の任意繰上償還を
実施し、地方債残高及び公債費の抑制を図ります。

４ 経常収支比率の縮減
経常収支比率（％）

83.3　→　83.0
　毎年度経常的に支出のある人件費、扶助費、公債費等の経常的経
費の見直しと縮減を図り、住民からのニーズに的確に応えていくた
めの施策に充当する財源を確保し、財政構造の弾力性を確保します。

５ スクラップ＆ビルドによる事業の整理

制度導入の検討

検討　→　実施

　費用対効果を踏まえた事業評価を行い、健全財政を維持していき
ます。また、枠配分予算の導入検討や、時限政策制度の導入など、
事業を見直すタイミングを共有し、人口減少に伴う行政サービスの
低下を招かないよう、仕組みを構築します。また、財政の引き締め
だけでなく、新たなことにチャレンジできる財源の確保に努めます。

６ 総合振興計画の進捗管理の徹底

指標の達成率（％）

未実施　→　90.0
　総合振興計画における指標管理を毎年度実施し、指標に基づく実
施方法の見直しを図ります。また、事業の統合や廃止だけでなく、
新たな事業の方法についても検討し、計画の進捗管理に伴う事業管
理を効果的に実施します。
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６－５　自治体DX
５年後に目指す姿

　デジタル技術を活用した町民の利便性向上を積極的に推進し、便利で住みやすいまち
づくりを進めます。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

地方創生交付金の活用件数 件 0 3
財源を確保しながら様々
な分野にてデジタル技術
を導入

現状と課題

◆　デジタル技術を活用する分野と活用するデジタル技術の選定が必要
◆　今後想定される人口減少・働き手不足への対応
◆　デジタルデバイド対策が必要
◆　自治体職員のデジタルスキル不足
◆　デジタル技術の運用コストと財政負担
◆　行政データのオープン化と活用不足
◆　サイバーセキュリティ対策の強化が必要
◆　アナログ手続きとの並存による非効率性

町公式ＬＩＮＥアカウント
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ デジタル技術導入による行政サービス向上 地方創生交付金の活用件数
（件／年）

0　→　3
　地方創生交付金等を活用しながら、行政サービスの利便性向上に
資するデジタル技術を取り入れていきます。

２ デジタル技術導入による省人化
機械化する業務数（業務）

0　→　2
　反復作業など、機械による自動化が効果的であるものは積極的に
機械化することとし、限られた人的資源を有効に利用できるように
します。

３ デジタルデバイドの解消 デジタルデバイド解消に
関する講座の回数（回／年）

1　→　3
　町民が年齢等に関係なくデジタル技術の恩恵を享受できるよう、
継続してデジタル技術の利用方法に関する講座を開講します。

４ デジタル研修の充実と情報収集

デジタル研修（回／年）

0　→　3
　職員におけるデジタル知識の習得を図り、デジタル能力の底上げ
を図るとともに、事業者等との協議等を通じて情報収集を行います。
また、職員が積極的に外部研修等にも参加できるような環境を整備
し、自治体DXを推進します。

５ セキュリティ対策の充実
情報漏洩件数（件／年）

0　→　0
　情報化の推進とともに、セキュリティ対策を万全にするため、セ
キュリティ環境を整備します。個人情報の保護を徹底するとともに、
情報漏洩等のない、セキュリティ対策の強化を全庁的に実施します。
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６－６　男女共同参画と性の多様性の尊重
５年後に目指す姿

　男女共同参画に向けた啓発活動を展開し、町の審議会等や地域活動の役割への女性登
用に努め、男女がともに社会で活躍できる環境を整えることにより、暮らしやすい地域
づくりを推進します。また、性別に対する考えが多様化している社会情勢を鑑み、パー
トナーシップ制度（性的マイノリティのカップルが法的な婚姻によらずとも公的にお互
いをパートナーと認め合う制度）を導入し、性的マイノリティの方々の個性が尊重され
るまちづくりを目指します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

地方自治法第 202 条の３に基づ
く審議会等の女性登用率 ％ 18 25 R10 に 25％を目指す

パートナーシップ制度の導入 － 未導入 導入 前期基本計画期間での導
入を目指す

現状と課題

◆　男女共同参画に関する啓発・情報提供の必要性
◆　町の審議会や委員会への女性の登用率の低さ
◆　男性への育児参画の支援
◆　女性の管理職比率の低さ
◆　地域活動における女性の役割の固定化
◆　男性の育児・家事参加を阻む社会文化的要因
◆　ワークライフバランスの確保
◆　性的マイノリティの方々の個性が尊重されるまちづくり　
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 男女共同参画に関する啓発・情報提供 啓発活動

未実施　→　実施　町民の男女共同に関する意識の変革を促すため、広報紙やホーム
ページ等を活用した啓発活動や情報提供に取り組みます。

２ 町の審議会や委員会への女性の登用 地方自治法第 202 条の３に
基づく審議会等の女性登用率

（％）

18.0　→　25.0
　多様な分野における政策・方針決定の場への男女の参画を進める
ため、町の審議会や委員会等への女性の積極的な登用に努めます。

３ 特定事業主行動計画の推進 男性職員の育児休業取得率（％）

33.3　→　50.0　男性職員の育児参画を支援するため、「浦臼町における女性職員
の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を推進します。

４ パートナーシップ制度の導入
パートナーシップ制度の

導入（－）

未導入　→　導入

　パートナーシップ制度（性的マイノリティのカップルが法的な婚
姻によらずとも公的に互いをパートナーと認め合う制度）を導入
し、性的マイノリティの方の個性が尊重されるまちづくりを目指し
ます。

「第 3次北海道男女平等参画基本計画」では、男女の地位について国と北海道
の意識調査結果を掲載しています。
いまだに男性の方が優遇されていると感じている方が多く、男女共同参画の推
進は本町にとっても重要な施策の一つです。

※本施策は、男女共同参画社会基本法第 14 条第 3項に基づく「男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策についての基本的な計画」及び「女性活躍推進法第 6条第 2項に
基づく基本計画」としての位置づけを兼ねています。
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６－７　歳入の確保
５年後に目指す姿

　人口減少や高齢化が著しく進んでいることに加え、地域経済の縮小、中心市街地の衰
退など様々な課題を解決していくための原資として、地域のニーズや実情に合ったまち
づくりのために取り組むことで、人やお金の流出を食い止めるとともに、いつまでも持
続可能な地域社会を構築します。

対応する指標

指標名 単位 令和５年度 令和 10 年度 数値設定根拠

ふるさと浦臼応援寄付金 千円 41,173 300,000 R10 に 300,000 千 円 を
目指す

現状と課題

◆　町の町民税が町外へ流出する
◆　返礼品の確保及び品切れによる寄付の減少
◆　寄付者に対するサービス領域の設定
◆　寄付金額の設定の見直し及び返礼品のバリエーションの構築
◆　地域資源を活用した新たな収益モデルの不足
◆　企業誘致の困難性
◆　若年層の流出による将来的な税収減
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取り組み 指　標

取り組み内容
指標名（単位）

令和５年度…
（実績値）

令和 10 年度…
（目標値）

１ 返礼品の確保
返礼品数（商品）

89　→　250
　提供事業者が継続して取り組めるような仕組みを維持するととも
に、安定した生産ができるよう地域一体となって協同し、連携を図
ります。

２ ふるさと納税寄付金の使い道
充当金額（千円）

41,283　→　100,000
　寄付者の思いに即した使い道をすること、また特定されない寄付
金の使い道については、地域の特色に合ったもの、そして希望ある
ふるさと浦臼に活かされる取組みへの充当に努めます。

３ 歳入確保策の実施
経常一般財源歳入額

（千円）

1,809,294　→　1,850,000

　国や道等からの補助金や交付金制度の活用を積極的に図ります。
また、クラウドファンディングやふるさと納税、有料広告、ネーミ
ングライツなど、様々な歳入確保策を検討し、実施できるものから
実施します。

ふるさと納税記念品カタログ（令和６年度版）


